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液状化対策を事業化する道のり（東日本大震災時） 

ニュースウォッチ９（NHK） 平成28年2月3日放送 

これまでに得られている知見を十分に活用することが重要 

 

 

 

映像は委員会限り 
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近見地区の人口推移 
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・ 近見地区では世帯数は横ばいで、人口が減少する傾向がある。 

・ 液状化が及ぼした まち への影響と、元々、構造的に抱えている問題を分けて分析する

ことが必要 

・ 復旧期間だけで無く、5年後、10年後を見据えた まちづくりを考えることが重要。 

■熊本市近見地区の人口推移 ■回答者の年齢による転居有無（潮来市事例） 

注）茨城県潮来市の液状化被害地区において２ヶ月後にアンケート調査が実施された 

■世帯内高齢者有無による転居有無（潮来市事例） 

■家計支持者の職業による転居有無（潮来市事例） 

 

引用：熊本市ホームページ、熊本市統計情報室、 

http://tokei.city.kumamoto.jp/content/ASP/default.asp、last visited 2018/1/21 

引用：梅本通孝・糸井川栄一・小嶋崇央（2012）液状化被災地における転居・居住継続に関する要因分析

－茨城県潮来市日の出地区を対象として－、地域安全学会論文集、No.18 、p.483-493  



液状化被害による人口や地価の変化（浦安市の事例） 
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・ 東日本大震災で液状化被害を受けた浦安市では、建替や建物傾斜修正が被災年と明

くる年をピークとしながら、被災後5年経過時点においても建替、修繕を行うケースが一

定数見られた。 

・ 災害前後ともに人口増加する傾向があるが、災害により人口が一時的に減少した。 

・ 地価下落幅と時間的な長さは限定的だった。 

■住宅被害の程度と建替戸数の推移 

■住宅被害の程度と傾斜修正戸数の推移 

大規模半壊 半壊 一部損壊 

大規模半壊 半壊 一部損壊 

■浦安市の人口の推移 

■浦安市の地価変動率の推移 

引用：中城康彦（2016）液状化被害を受けた浦安市の住宅市場と住宅政策～事後対策から事前対策へ～、日本不動

産学会誌、第29巻、第4号 、p.83-92  



浦安市における災害イメージ払拭の取り組み事例 
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・ 浦安市では市域の86%が液状化で被害を受け、甚大な被害となった。 

・ 都市ブランドの回復に向けた産官学による浦安環境共生都市コンソーシアムを結成 

・ 産学が有する先端技術やサービス、知見を活用し、「環境共生」を重要テーマとして次

世代型の都市が有するべきエネルギー効率性や防災性能等について明示化する試み 

■平成24年度のコンソーシアム活動イメージ 

■浦安環境共生都市コンソーシアム構成員 

引用：浦安市ホームページ、浦安震災アーカイブ、 

http://urayasu-shinsai-archive.city.urayasu.lg.jp/、last visited 2018/1/21 

■コンソーシアム構成企業による開発時の 

液状化対策事例（浦安市内） 

引用：中城康彦（2016）液状化被害を受けた浦安市の住宅市場と住宅政策～事後対

策から事前対策へ～、日本不動産学会誌、第29巻、第4号 、p.83-92  

公共事業による
液状化対策より
高い水準 



液状化被害の判定 （市街地液状化対策推進ガイダンス：H28年2月） 

・ 東日本大震災では液状化層が薄く液状化指数Plが大きくなくとも液状化層が地表近く

にある場合、家屋等の被害が大きかった。 

・ 東日本大震災をきっかけとして、液状化指数Plあるいは地表面変位量Dcyと非液状化

層厚の２軸の判定方法が開発された。 

■液状化指数Plを縦軸に用いた液状化被害の判定図 ■地表面変位量Dcyを縦軸に用いた液状化被害の判定図 
注）東日本大震災での事例 注）東日本大震災での事例 

■浦安市の液状化被害程度と地下水位の関係 ■累積降雨量と地下水位の変動例（千葉市） 

地表面からの非液状化層厚 地表面からの非液状化層厚 
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引用：安田進・石川敬祐（2015）地下水位低下が住宅の液状化対策に与える効果、日本地震工学会論文集、第15巻第7号 、p.205-219  
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東日本大震災液状化被災地での実証実験事例の比較 

・ 東日本大震災の液状化被災地で行われた実証実験を比較して参考にすることができる。 

・ 雨水浸透率の設定や暗渠管の設置位置、設置方法、荷重の設置方法などが異なる。 

・ 実証実験後に、数値計算で沈下量を推定したり施設設計を実施することを念頭におくこ

とが重要であり、過去に行われた実証実験例を十分に参考にすると良い。 

■千葉市の実証実験事例（暗渠管による排水） 

■我孫子市の実証実験事例（汲み上
げ井戸による排水） 

■千葉市の実証実験時の地下水位低下状況 

■実証実験時の遮水矢板内外の地下水位の違い 

引用：安田進（2016）市街地の液状化対策について、日本地震工学会誌、No.28 、p.18-23  
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東日本大震災後に実施された液状化対策工事の比較 
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・ 液状化対策工事は、市街地で実施するため、騒音振動などに伴うトラブルが発生しや

すい。 

・ 現在工事中の現場で撮影した動画等を利用して、実際の迷惑度合いについて行政と住

民が共有することが重要 

・ 仮設工事や施工計画について十分に念頭に置いた設計が重要。 

■久喜市における暗渠管設置工事状況 ■浦安市における柱状体設置実験工事成果 



まとめ 
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○ 市街地における液状化対策の実施事例は必ずしも多くはないものの、東日本大震災時の

液状化被災地において様々な取り組みが実証的になされており、それらの実施例を参考

にして頂きたい。 

○ 地面の中のことは想像しづらいため、できる限り可視化してわかりやすく説明するように取

り組むことが望ましい。 

○ 事業を円滑に進めるためには、住民との協働関係が鍵となる。行政から丁寧な説明や十

分な情報提供が必要となるとともに、5年、10年先のまちづくりも見据えた対応が必要とな

る。 


